
居宅介護支援事業所の管理者の資格要件に係る経過措置期間延長 

に関する意見書 

 

現在、全国的に少子高齢化、人口減少が進展しており、団塊の世代が７５歳以上と

なる２０２５年からは、高齢化がさらに加速すると見込んでいる。 

本市の高齢化率は、平成２３年１０月の１７％から、平成２６年１０月には１８．

７％となり、さらに平成２９年１０月では２０．７％と上昇しており、高齢化社会に

対応すべく、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活が包括的に確保さ

れるよう取り組んできた。 

このような中、「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準」の一部

改正(平成３０年１月１８日厚生労働省令改正、平成３０年４月１日施行)において、

居宅介護支援事業所における管理者の要件を主任介護支援員と定め、経過措置期間と

して令和３年３月３１日までの間と定めているが、介護支援専門員が主任介護支援専

門員になるためには、専任の介護支援専門員としての従事期間が５年以上の者が、主

任介護支援専門員研修(７０時間)を受ける必要がある。 

しかしながら、沖縄県内の居宅介護支援事業所・介護支援専門員の現状は、「実務

経験が足りなくて研修が受講できない」「小規模事業所であるため経済面や事業運営

面で研修を受講できない」などの課題がある。 

居宅介護支援事業所は、介護が必要な高齢者が適切な介護サービスを利用できるよ

うに支援する重要な役割を担うと共に沖縄県の介護サービス基盤強化に大きく貢献

していることから、高齢者が住み慣れた地域で引き続き安心して暮らしていくために

は、当分の間、居宅介護支援事業所の管理者の要件に係る経過措置期間を延長する必

要がある。 

よって、居宅介護支援事業所の管理者要件の経過措置期間を最低でも６年以上延長

することを要請する。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 
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